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工事現場に掲げる標識類について
１.工事現場に掲示が必要な標識類（必須）

① 建設業許可票

(1) 掲示場所

工事現場の公衆の見やすい場所

(2) 標識寸法

縦25cm以上×横35cm以上

(3) 掲示根拠

建設業法 第40条

建設業法施行規則 第25条 1, 2

(4) 留意事項

・元請のみならず、下請が建設業許可を得てい

る場合も掲示する。

※R2.10から元請のみ掲示に変更。

・「専任の有無」は、専任の場合は「専任」、専

任していない場合は「非専任」と記載。

・「資格者証交付番号」は、監理技術者が専任の

場合、資格者証の交付番号を記載。

・「許可を受けた建設業」は、当該現場で行って

いる工事で許可を受けた建設業を記載。

② 労災保険関係成立票

(1) 掲示場所

事業場の見やすい場所

(2) 標識寸法

縦25cm以上×横35cm以上

地色：白 文字：黒

(3) 掲示根拠

・労働者災害補償保険法施行規則 第49条

・労働保険の保険料の徴収等に関する法律

施行規則 第77条

(4) 留意事項

「事業主代理人の氏名」欄は、「事業主の住所

氏名」欄に記載した氏名

※以外の場合は、労働基準監督署に届出した代

理人（支店長等）の氏名を記載する。代理人

の届出がない場合は、空欄とする。

③ 施工体系図

一般 / 特定 一般 / 特定

担 当 工 事 内 容

元 方 安 全 衛 生 管 理 者 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

発 注 者 名

工 事 名 称

元 請 名 ・ 事 業 者 ID 会社名 ・ 事 業者 ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID

監 督 員 名 代 表 者 名 代 表 者 名

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号

監 理 技 術 者 補 佐 名 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

専 門 技 術 者 名 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名
特定専門工
事の該当

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内　　　容

担当工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

会社名 ・ 事 業者 ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID

代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内　　　容

担当工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

工期

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　　  　  　 　日

　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　　 　    日

会          長

副    会    長

工
事

工
事

工
事

工
事

(1) 掲示場所

工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やす

い場所 （両方を兼ねることも可）

(2) 標識寸法

規定なし（読みやすい大きさにすること）

(3) 掲示根拠

・建設業法 第24条の7第4項

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律 第15条第1項

※Ｒ2.10 から「代表者の氏名、特定専門工事の

該当の有無、当該下請負人が受けた建設業の許

可の番号、受けた許可の一般建設業及び特定建

設業の別」の記載が追加。



④ 下請負人に対する通知（下請契約のある工事）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

規定なし（読みやすい大きさにする）

(3) 掲示根拠

建設業法施行規則 第14条の3

(4) 留意事項

再下請負通知書の提出については、掲示とと

もに下請負人へ書面による通知が必要。

⑤ 建設業退職金共済（建退共）制度適用事業主の現場標識

(1) 掲示場所

現場事務所や工事現場の出入口など見やす

い場所

(2) 標識寸法

大（A3）・小（A4）のシールいずれか

(3) 掲示根拠

・建退共制度改善方策について（労働省，

建設省，建退共本部）H11.3.18

・公共工事の入札及び適正化を図るための

措置に関する指針

・第2入札及び契約の適正化を図るため

の措置4(4)のハ

⑥ 緊急時連絡表

(1) 掲示場所

現場事務所や工事現場の出入口など

(2) 掲示内容

関係連絡先、現場代理人等の電話番号を

記載する（記入場所の指定なし）

(3) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

(4) 掲示根拠

・土木工事安全施工指針

第1章第4節 工事現場管理 5(3)

・労働安全衛生規則 第642条の3



⑦ 作業主任者選任表示板

(1) 掲示場所

現場事務所や工事現場の出入口などの見や

すい場所（人数が多い場合は、職務を併記し

た一覧表でも可）

(2) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

(3) 掲示根拠

・労働安全衛生法 第14条

・労働安全衛生法施行令 第6条

・労働安全衛生規則 第18条

⑧ 建築基準法による確認表板（建築工事）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

縦25cm以上×横35cm以上

(3) 掲示根拠

・建築基準法 第89条第1項

（工事現場における確認の表示等）

・建築基準法施行規則 第11条

（工事現場の確認の表示の様式）

⑨ 解体工事業者登録票（解体工事）

(1) 掲示場所

工事現場の公衆の見やすい場所

(2) 標識寸法

縦25cm以上×横35cm以上

(3) 掲示根拠

・建設業法 第40条

・建設工事に係る資材の再生資源化等に

関する法律

（通称：建設リサイクル法）第33条

(4) 留意事項

解体工事を営もうとする者は、当該業を行お

うとする区域を管轄する都道府県知事の登

録を受けなければならないが、建設業許可

（解体工事 業（工作物の解体）、土木工事業

（土木工作物の解体）又は建築工事業（建築

物の解体））を有している場合は、登録の必要

は無し。



⑩ 安全管理組織図

(1) 掲示場所

安全衛生推進者（衛生推進者）を選任してい

る場合は、作業場の見やすい箇所に掲示（事

業規模10～50人）

(2) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

(3) 掲示根拠

労働安全衛生規則 第12条の4

（安全衛生推進者等の氏名の周知）

※施工体系図に工事作業所災害防止協議会兼施

工体系図の様式を使用し、工事関係者が見や

すい場所に掲示している場合は、掲示不要。

⑪ 産業廃棄物保管場所の掲示

(1) 掲示場所

保管施設の出入り口等、見やすい場所

(2) 標識寸法

縦及び横それぞれ60cm以上

(3) 掲示根拠

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則

第8条（産業廃棄物保管基準）

第8条の13（特別管理産業廃棄物の保管基準）

※保管場所周囲には囲いを設ける

※面積が 300ｍ2 以上である場所で行われる

保管については、産業廃棄物の事業場外保管

届出が必要。



⑫ 石綿（アスベスト）を使用した建築物の解体等工事

（届出対象）

（届出対象以外）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

※R3.4からＡ3以上に変更。

（42.0cm×29.7cm）

(3) 掲示根拠

・大気汚染防止法施行規則第16条の4

・大気汚染防止法 第18条の14、

第16条の4第2項



⑬ 石綿（アスベスト）の使用状況の事前調査結果

（石綿無し）

（レベル３）

（レベル１・２）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

※R3.4からＡ3以上に変更。

（42.0cm×29.7cm）

(3) 掲示根拠

・大気汚染防止法 第18条の17第 4項

・大気汚染防止法 第18条の15第 5項、

第16条の10

・石綿障害予防規則 第3条第3項



⑭ （建設副産物）再生資源利用（促進）計画

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 規定なし（確認しやすい大きさ）

(3) 掲示根拠

・建設業に属する事業を行う者の再生資源

の利用に関する判断の基準となるべき

事項を定める省令 第８条第４項



２.工事現場掲示が望ましい標識類（例）

① 有資格者一覧表

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 掲示内容

・就業制限業務及び特別教育を必要とする業

務に従事する者を表示する。

・当該工事における該当作業に対する有資格

者を掲示する。

(3) 標識寸法

規定なし（確認しやすい大きさ）

(4) 関係法令

・労働安全衛生法 第59条第3項

・労働安全衛生法 第61条

・労働安全衛生法施行令 第20条

・労働安全衛生規則 第36条

② 道路使用許可証（道路を占用する工事）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

写し等で、確認しやすい大きさ



③ 道路工事届出書（届出先：魚沼市消防本部）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

写し等で、確認しやすい大きさ

(3) 関係法令

・魚沼市火災予防条例 第45条

・魚沼市火災予防条例施行規則 第13条

※消防隊の通行その他消火活動に支障を及ぼす

おそれのある道路工事を行う際に届出を提出

する必要があります。

④ 断・減水届（届出先：魚沼市消防本部）

(1) 掲示場所

工事現場の見やすい場所

(2) 標識寸法

写し等で、確認しやすい大きさ

(3) 関係法令

・魚沼市火災予防条例 第45条

・魚沼市火災予防条例施行規則 第13条

※消防隊が消火活動に支障を及ぼすおそれのあ

る断水又は減水を伴う工事を行う際に届出を

提出する必要があります。



3.現場への備え付けが必要な書類

① 施工体制台帳・再下請負通知書

年 月 日

［会社名・事業者ID］

［事業所名・現場ID］

　
　

　

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

施工体制台帳（参考様式）
《下請負人に関する事項》

会 社 名 ・
事 業 者 ID

代 表 者 名

住 所

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業         第　　　　号 　　年　　月　　日
工 事 名 称

及 び

工 事 内 容
工事業         第　　　　号 　　年　　月　　日

工 期
自　　　　年　　　月　　　日

至　　　　年　　　月　　　日　　　

契 約 日 年　　　月　　　日　
工 事 名 称

及 び

工 事 内 容

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日
発 注 者 名

及 び
住 所 工事業         第　　　　号 　　年　　月　　日

工 期
自　　　　年　　　月　　　日

至　　　　年　　　月　　　日　　　
契 約 日 年　　　月　　　日　

工事業         第　　　　号 　　年　　月　　日

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

契 約
営 業 所

区 分 名　　　　　　　　　称 住　　　　　　　　　所
加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外
元請契約

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
下請契約

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
現場代理人名 安全衛生責任者名

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外 権限及び

意見申出方法
安全衛生推進者名

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
主任技術者名

専　任

非専任
雇用管理責任者名

元請契約

資格内容 専門技術者名
下請契約

資格内容

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意 見
申 出 方 法

担当工事内容

監 督 員 名 権限及び意 見
申 出 方 法

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無
現 場
代 理 人 名

権限及び意 見
申 出 方 法

監理技術者名
主任技術者名

専　任

非専任
資 格 内 容

監理技術者補佐名 資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

専 門
技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

担 当
工 事 内 容

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

健康保険等
の加入状況

健康保険等
の加入状況

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約の契約書

面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）

・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該主任技術者又

は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれら

の写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に雇用期

間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

(1) 施工体制台帳については、掲示は不要です

が、工事現場ごとに備え置くとともに、写し

を発注者に提出しなければなりません。

(2) 関係法令

・建設業法 第24条の７第１項及び３項

・建設業法施行令 第７条の４

・建設業法施行規則 第14条の７

・入札契約適正化法 第15条第２項


